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背景等 

 ・建設事業評価（事業再評価）の対象要件の整理が必要な点や、制度運用の実務と規定に乖離がみられる点等がある。 

 ・これらを踏まえ要綱等を改正し、あわせて所要の文言修正等を行う。 

主な改正点 

１ 大阪市建設事業評価実施要綱  
●第８条 

➢事業再評価の対象事業の要件について 

表－２に定める要件のうち、②に３つの内容が含まれているため②～④に３分割するとともに、新たな要件（下線部）を追加 

（現在） 

表－２ 

 

 

② 

・事業開始後の初回再評価 

 

・前回再評価後の２回目以降の再評価 

・事業再開時の再評価 

  

（改正後） 

表－２ 

② 

ア 事業開始後の初回再評価 

イ 計画変更（事業費増加等）により 

新たに要件該当となる場合の初回再評価 

③ ・前回再評価後の２回目以降の再評価 

④ ・事業休止、中止又は再開時の再評価 
   

（追加理由） 

②イ…令和４年度より再評価に事業費

要件(総事業費 10 億円以上等)

を新設したが、新たに要件該当と

なる場合の取扱いについての規定

がなかったため 

④…休止、中止の場合について、要綱上

明記がなかったため 

➢再評価対象外事業について 

再評価の対象外としている「翌年度までに完了予定の事業」「事業費の執行済比率が 80%以上の事業」については、事業の進捗状況等

を会議へ報告している。この運用実態にあわせて、要綱に規定（第２項を新設）。 

●第 11 条 

➢継続中事業の取組状況の報告について 

再評価実施後、次回再評価（５年毎等）までの間に実施する当該取組状況の報告は、再評価を実施した事業だけでなく、再評価対象

外事業として進捗状況等の報告をした事業についても行っている。この運用実態にあわせて、要綱を修正。 

 

２ 大阪市建設事業評価実施要綱細則  
●第１条 

➢有識者会議における意見聴取の省略について 

省略することができる要件の１つ「過去５年の間に…都市計画審議会において審議され…た事業」を削除（会議の役割が異なるため）。     
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１ 要綱  現行 改正案 改正趣旨 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意

義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

⑴ 局長等 大阪市市長直轄組織設置条例（平成 24

年大阪市条例第 12 号）第１条に掲げる組織の長、

［中略］、中央卸売市場及び区長をいう。 

⑵～⑶ ［略］ 

⑷ 事業再評価 事業開始後一定の期間が経過した後

も未着工である事業、又は継続中の事業等につい

て、事業継続の妥当性を判断するとともに、必要に

応じてその見直しを行う手続であり、第３章の規定

に従い定められたものをいう。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意

義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

⑴ 局長等 大阪市市長直轄組織設置条例（平成 24

年大阪市条例第 12 号）第１条に掲げる組織の長、

［中略］、中央卸売市場長及び区長をいう。 

⑵～⑶ ［略］ 

⑷ 事業再評価 事業開始後一定の期間が経過した後

も未着工である事業、又は継続中の事業等につい

て、事業の必要性や実現見通し等の視点から事業継

続の妥当性を判断するとともに、必要に応じてその

見直しを行う手続であり、第３章の規定に従い定め

られたものをいう。 

 

 

 

・第１号において、局長等の定義の内容として、組織名

の「中央卸売市場」ではなく、職名の「中央卸売市場

長」が適当であるため、修正。 

 

・第４号（事業再評価）において、評価の視点の例示

を記載。 

（第３号（大規模事業評価）の規定と統一） 

（大阪市建設事業評価有識者会議） 

第３条 市は、建設事業評価の実施に当たり、大阪市建

設事業評価有識者会議開催要領（平成 23 年６月１日）

に基づき設置する、有識者で構成する大阪市建設事業

評価有識者会議（以下「有識者会議」という。）から意

見を聴くものとする。ただし、すでに有識者等の意見

を聴取したと認められる事業については、本条に規定

する有識者会議からの意見聴取を省略することができ

る。 

 

 

 

（大阪市建設事業評価有識者会議） 

第３条 市は、建設事業評価の実施に当たり、大阪市建

設事業評価有識者会議開催要領に基づき開催する大阪

市建設事業評価有識者会議（以下「有識者会議」とい

う。）において、有識者から意見を聴取するものとす

る。ただし、既に有識者等の意見を聴取したと認めら

れる事業については、本条に基づく有識者からの意見

聴取を省略することができる。 

 

・建設事業評価有識者会議は、要綱等に基づく行政運

営上の会合であり、条例等に基づく附属機関ではない

ため、誤解を生じないよう、「設置」を「開催」にする等

文言を修正。 
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１ 要綱  現行 改正案 改正趣旨 

（建設事業評価の実施手続） 

第４条 建設事業評価は、次の各号に定める方法により

実施するものとする。 

⑴ ［略］ 

⑵ 局長等は、（1）により通知のあった対象事業毎

に、第７条および第 10 条で規定する評価の視点に

基づく自己評価を記した調書について、市政改革室

長と調整のうえ、（1）により通知のあった時期まで

に市政改革室長へ提出する。 

⑶ 市政改革室長は、（2）により提出された調書につ

いて、必要に応じて有識者会議の意見を聴取すると

ともに、調書及び意見の概要について大阪市ホーム

ページにおいて広く公表する。 

⑷ 局長等は、必要に応じて聴取した有識者会議の意

見を踏まえ、当該事業の対応方針を決定する。ただ

し、局長等は、市政改革室長が必要と判断した事業

については、当該事業実施の意思決定に係る特別職

に確認の上、当該決定を行うものとする。 

［新設］ 

（建設事業評価に係る手続） 

第４条 建設事業評価の実施及び公表等の手続は、次の

各号に定める方法により実施するものとする。 

⑴ ［略］ 

⑵ 局長等は、前号により通知のあった対象事業毎

に、第７条及び第 10 条で規定する評価の視点に基

づく自己評価を記載した調書を、市政改革室長へ調

整の上提出する。 

 

⑶ 市政改革室長は、前号により提出された調書につ

いて、原則として有識者会議で有識者の意見を聴取

するとともに、調書及び意見の概要についてとりま

とめ、大阪市ホームページにおいて公表する。 

⑷ 局長等は、必要に応じて聴取した有識者会議の意

見を踏まえ、当該事業の対応方針を決定する。ただ

し、局長等は、市政改革室長が必要と判断した事業

については、当該事業実施の意思決定に係る特別職

に確認の上、当該決定を行うものとする。 

⑸ 市政改革室長は、前号により局長等が決定した対

応方針をとりまとめ、大阪市ホームページにおいて

公表する。 

 

 

 

 

 

・公表についても冒頭で明記。 

 

 

・第２号で、第１号により通知のあった時期までに調書を

提出する旨を規定しているが、要綱で規定する必要性

もないため、削除。 

 

 

 

・要綱第３条及び要綱細則第１条で、例外的に意見

聴取省略について定めているが、「原則として」意見聴

取をする運用のため、表現修正。 

 

 

 

 

 

・第４号で対応方針の決定について規定しているが、対

応方針は公表もしているため、第５号でその手続も明

記。 
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１ 要綱  現行 改正案 改正趣旨 

（大規模事業評価を実施する事業） 

第５条 大規模事業評価を実施する事業は、表－１に掲

げる事業で、事業主体及びその総事業費がそれぞれ同

表の右欄に掲げる事業とする。ただし、次に該当する

事業については、除くことができる。 

・維持管理事業、災害復旧事業、耐震改修事業 

・既存施設等の建替え又は更新、かつ用途の変更を伴

わない事業 

（大規模事業評価を実施する事業） 

第５条 大規模事業評価を実施する事業は、表－１に掲

げる事業で、事業主体及びその総事業費がそれぞれ同

表の右欄に掲げる事業とする。ただし、次の各号に該

当する事業については、除くことができる。 

⑴ 維持管理事業、災害復旧事業、耐震改修事業 

⑵ 既存施設等の建替え又は更新、かつ用途の変更を

伴わない事業 

 

 

 

 

 

・黒点による箇条書きではなく、号による表記（⑴、⑵

…）に修正 

（事業再評価を実施する事業） 

第８条 事業再評価を実施する事業は、表－２に掲げる

事業で、事業主体及びその総事業費がそれぞれ同表の

右欄に掲げる事業とする。ただし、次に該当する事業

については、除くことができる。 

・維持管理事業、災害復旧事業、耐震改修事業 

・既存施設等の建替え又は更新、かつ用途の変更を伴わ

ない事業 

・翌年度までに完了予定の事業、事業費の執行済比率が

80%以上の事業 

 

表－２ 

 事業種別 事業主体 総事業費 

① 市が国庫補助金の交付を

受ける事業で、行政機関

が行う政策の評価に関す

る法律（平成 13 年法律

第 86 号。以下「行政評

－ － 

（事業再評価を実施する事業） 

第８条 事業再評価を実施する事業は、表－２に掲げる

事業で、事業主体及びその総事業費がそれぞれ同表の

右欄に掲げる事業とする。ただし、次の各号に該当す

る事業については、除くことができる。 

⑴ 維持管理事業、災害復旧事業、耐震改修事業 

⑵ 既存施設等の建替え又は更新、かつ用途の変更を

伴わない事業 

⑶ 翌年度までに完了予定の事業、又は事業費の執行

済比率が 80%以上の事業 

 

表－２ 

 事業種別 事業主体 総事業費 

① 市が国庫補助金の交付を

受ける事業で、国の制度

等により事業再評価の実

施が必要となる事業 

 

－ － 

 

 

 

 

 

・黒点による箇条書きではなく、号による表記（⑴、⑵

…）に修正 

 

・第３号で、前半と後半の関係（「かつ」ではなく「又

は」）を明記。 

 

・表－２について以下の点を修正。 

 

 ・①の表現を修正 
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１ 要綱  現行 改正案 改正趣旨 

価法」という。）第７条

第１項に基づき、行政機

関（行政評価法第２条第

１項に定めるものをい

う。）の長が定める事後

評価の実施に関する計画

において対象となる事業 

② ・事業開始年度から起算

して５年目の年度におい

て、未着工または継続中

の事業 

 

 

 

 

 

  

市又は市

が設立す

る地方独

立行政法

人 

10 億円

以上 

かつ、市

費負担５

億円以上 

 

・事業再評価を実施した

年度から５年目の年度に

おいて、なお未着工また

は継続中の事業 

 

 

 

 ・事業休止中の事業であ

って、翌年度に事業再開

する事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ア 事業開始年度から起

算して５年目の年度に

おいて、未着工又は継

続中の事業（過去に事

業再評価を実施した事

業は除く。） 

イ 新たに右記要件に該

当することとなる計画

変更を行おうとする事

業 

市又は市

が設立す

る地方独

立行政法

人 

10 億円

以上 

かつ、市

費負担５

億円以上 

③ 事業再評価を実施した年

度から５年目の年度にお

いて、なお未着工又は継

続中の事業 

 

市又は市

が設立す

る地方独

立行政法

人 

10 億円

以上 

かつ、市

費負担５

億円以上 

④ 休止、中止又は再開をし

ようとする事業 

市又は市

が設立す

る地方独

立行政法

人 

 

10 億円

以上 

かつ、市

費負担５

億円以上 

 

 

 

 

 

 

 

 ・②にあった３点の項目を②③④に３分割。 

 ・１点目は②の「ア」に据え置き。仮に「ア」による再評価

の前(事業開始年度から起算して５年以内)に「イ」に

よる再評価を実施した場合は、「ア」は実施しないことと

するため、「（過去に…）」を規定。 

 ・新たに事業再評価の対象要件に該当することとなる

事業費増等の計画変更を行おうとする事業について、

事前に事業再評価を実施して事業継続の妥当性が

評価できるよう、「イ」を新設。 

 

 ・２点目は③にし、内容変更なし。 

 

 

 

 

 ・３点目は④にした上で、休止や中止の場合も追記。

再開について「翌年度に」としていたが、具体的な時

期の記載は削除し、休止・中止・再開ともに「しよう

とする事業」を対象とする旨を規定。 

 

 

 

［
分
割
］ 

［
分
割
］ 



大阪市建設事業評価実施要綱等の改正について 
 

 

 

【資料４】 

6 

１ 要綱  現行 改正案 改正趣旨 

③ その他市長が特に必要と

認める事業 

市又は市

が設立す

る地方独

立行政法

人 

－ 

 

［新設］ 

 

⑤ その他市長が特に必要と

認める事業 

市又は市

が設立す

る地方独

立行政法

人 

－ 

 

２ 前項第３号により事業再評価を実施する事業から除

いた事業（以下「再評価対象外事業」という。）につい

て、局長等は、当該再評価対象外事業の進捗状況等を

記載した資料を、市政改革室長へ調整の上提出し、市

政改革室長はその内容を有識者会議で報告するものと

する。 

 ・元あった③は⑤に修正。 

 

 

 

 

 

・再評価の対象外としている「翌年度までに完了予定の

事業」「事業費の執行済比率が 80%以上の事業」に

ついては、事業の進捗状況等を会議へ報告している。

この運用実態にあわせて、要綱に規定。 

 

（事業再評価を実施する時期） 

第９条 事業再評価を実施する時期は、原則として前条

のいずれかに該当することとなる年度において、翌年

度の予算を編成するまでに実施するものとする。ただ

し、前記の予算を編成するまでに評価を実施できない

特段の事情がある場合は、市政改革室と協議の上、時

期を決定するものとする。 

（事業再評価を実施する時期） 

第９条 事業再評価を実施する時期は、原則として前条

第１項表－２のいずれかに該当することとなる年度に

おいて、翌年度の予算を編成するまでに実施するもの

とする。ただし、前記の予算を編成するまでに評価を

実施できない特段の事情がある場合は、市政改革室と

協議の上、時期を決定するものとする。 

 

 

・第８条に第２項を新設したことにより、「前条の」だけで

は指定範囲が不明確となるため、「前条第１項表－

２の」と詳細に記載。 

（継続中事業の取組状況の提出） 

第 11 条 局長等は、第８条により事業再評価を実施した

事業であって、かつ継続中の事業について、次の事業

再評価を実施又は事業完了するまでの間、毎年度当該

事業の取組状況を記した調書について市政改革室長と

調整のうえ、市政改革室長へ提出する。 

 

（継続中事業の取組状況の報告） 

第 11 条 局長等は、第８条に基づく事業再評価の実施又

は再評価対象外事業の報告をした事業について、事業

継続中毎年度（当該実施又は報告の当年度及び翌年度

を除く。）、前年度分の取組状況を記載した資料を、市

政改革室長へ調整の上提出し、市政改革室長はその内

容を有識者会議で報告するものとする。 

・再評価実施後、次回再評価（５年毎等）までの間に

実施する当該取組状況の報告は、再評価を実施した

事業だけでなく、再評価対象外事業として進捗状況

等の報告をした事業についても行っている。また、当該

取組状況の報告が「毎年度提出」となっていたが、提

出しない年度もある。この運用実態にあわせて、要綱を

修正。 
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１ 要綱  現行 改正案 改正趣旨 

（評価の公表） 

第 12 条 建設事業評価に係る情報は、大阪市ホームペー

ジで公表する。 

（公表） 

第 12 条 建設事業評価に係る情報は、大阪市ホームペー

ジにおいて公表する。 

 

 

・見出しを端的に修正。 

・第４条にあわせて「ホームページにおいて公表」と修正。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。 

２ 大阪市 PDCA サイクル推進要綱（平成 24 年６月１日

市長決裁）は、廃止する。 

 

［追記］ 

 

 

［中略］ 

 

［新設］ 

 

 

附 則 

１ この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。 

２ 大阪市 PDCA サイクル推進要綱（平成 24 年６月１日

市長決裁）は、廃止する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

［中略］ 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和●年●月●日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の改正に伴い、第８条第１項表－２②に定

める事業主体及び総事業費の要件に該当する、未着工

又は継続中の事業のうち、過去に事業再評価を実施し

ていない事業については、この要綱の改正以降の最初

の予算を編成する年度において、同表－２②イに該当

するものとして、事業再評価を実施する。 

 

 

 

 

 

・令和３年度改正時の附則が、令和４年度改正時に

誤って削除されていたため、改めて追記。 

 

 

 

・今回改正の附則を新設。 

 

 

・令和４年度改正において事業再評価に事業費等の要

件を設けて以降、今回改正の表－②イで「新たに要

件に該当することとなる計画変更を行おうとする事業を

事業再評価対象とする」旨の規定をするまでの間に、

当該計画変更を行っている事業がある場合、事業再

評価を実施していない可能性があるため、その場合は

経過措置として事業再評価を実施する旨を規定。 
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２ 要綱細則  現行 改正案 改正趣旨 

大阪市建設事業評価実施要綱第 13 条に基づき、建設事

業評価に関し必要な事項を定める。 

大阪市建設事業評価実施要綱（以下「要綱」という。）

第 13 条に基づき、建設事業評価に関し必要な事項を定め

る。 

・第１条以降に使用する略語「要綱」の定義付けを冒頭

で行う。 

第１条 要綱第３条で定める「すでに有識者等の意見を

聴取したと認められる事業」の取扱いについては、以

下のいずれかに該当する事業とする。 

⑴ 過去５年の間に施設や事業の必要性等について都

市計画審議会において審議され、都市計画の決定又

は変更を実施した事業 

⑵ 過去５年の間に施設や事業の必要性等について外

部の視点からの意見・助言を有識者から得た事業で

あって、その意見を踏まえて大阪市として事業実施

の方針を決定した事業 

⑶ 事業再評価の対象事業であって、前回評価におけ

る意見聴取以降において、総事業費等の事業計画

や、必要性・実現性に係る社会経済情勢の大幅な変

化が生じていない事業 

ここで、「総事業費等の事業計画や必要性・実現

性に係る社会経済情勢の大幅な変化」とは、次のい

ずれかに該当するものをいう。 

・前回評価で示された総事業費の３割以上の増加 

・必要性に関して、前回評価で示された利用者数 

や整備効果の３割以上の減少 

・実現性に関して、何らかの理由により事業を再 

開、中止、休止する場合 

第１条 要綱第３条で定める「既に有識者等の意見を聴

取したと認められる事業」の取扱いについては、以下

のいずれかに該当する事業とする。 

［削除］ 

 

 

⑴ 過去５年の間に施設や事業の必要性等について外

部の視点からの意見・助言を有識者から得た事業で

あって、その意見を踏まえて大阪市として事業実施

の方針を決定した事業 

⑵ 事業再評価の対象事業であって、前回評価におけ

る意見聴取以降において、総事業費等の事業計画

や、必要性・実現性に係る社会経済情勢の大幅な変

化が生じていない事業 

ここで、「総事業費等の事業計画や必要性・実現

性に係る社会経済情勢の大幅な変化」とは、次のい

ずれかに該当するものをいう。 

ア 前回評価で示された総事業費の３割以上の増加 

イ 必要性に関して、前回評価で示された利用者数

や整備効果の３割以上の減少 

ウ 実現性に関して、何らかの理由により事業を再

開、中止、休止する場合 

 

 

 

・用途地域等都市計画の決定・変更に関する法定手続

きである都市計画審議会とは異なり、建設事業評価

有識者会議は事業の費用対効果や工法等について

各評価の視点をもって意見聴取をすることから、同審

議会の経過をもって意見聴取省略とするのは適当でな

いと考えられるため、１号は削除。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第２号（改正前の第３号）に係る黒点の箇条書き

を、ア,イ…表記に変更。 
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２ 要綱細則  現行 改正案 改正趣旨 

・その他、事業の自己評価において、事業の必要 

性、実現見通し、優先度の評価が低下している 

場合 

エ その他、事業の自己評価において、事業の必要

性、実現見通し、優先度の評価が低下している場

合 

第３条 本市負担 300 億円以上の事業については、要綱

第７条（大規模事業評価の視点）で定める「 (3)事業

費等の妥当性」及び第 10 条（事業再評価の視点）で定

める「 (2)事業の実現見通し ウ 事業費の見込み」

の視点に基づく評価において、事業費の増加等により

本市負担が増加するリスクに係る評価を含めるものと

する。 

第３条 要綱第７条第３号で定める「事業費等の妥当

性」の視点及び要綱第 10 条第２号ウで定める「事業費

の見込み」の視点に基づく評価については、市費負担

300 億円以上の事業の場合、市費負担が増加するリス

クに係る評価を含めるものとする。 

・「大規模事業リスク管理会議」に関わる条文のため、同

会議の関係規定に合わせ「本市負担」と表現していた

が、要綱に合わせ「市費負担」に修正。 

・第１・２条と同様、要綱の引用を先に（「市費負担

300 億円以上の事業…」を後に）記載する形にする

とともに、引用部分に関する表現を端的に修正。 

   附 則 

 この細則は、令和４年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この細則は、令和５年６月１日から施行する。 

 

［新設］ 

   附 則 

 この細則は、令和４年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この細則は、令和５年６月１日から施行する。 

 

附 則 

この細則は、令和●年●月●日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

・今回改正の附則を新設。 

 

 

 

 

 


